
平成18年度の「指定取消」処分のあった介護サービス事業所の内訳  

【サービス種別と法人種別による分類（事業所数〉】  

法人    種別  

＼  合 計  
営利法人  特定非営利活 動法人  医療法人  社会福祉法人  地方公共団体  その他   

護   23   2  25   

浴介護  0   

護   
3  3   

ヽどリテーション  0   

養管理指導  0   

護   了  了   

ヽどリテーション  0   

所生活介護  0   

所療養介儀  0   

設入居者生活介護  0   

具貸与   3  3   

社用具販売   

護支捷   14   15   

人福社．施設  0   

人保健施設  0   

養型医療施設  0   

防訪問介護   10   

妨訪問入浴介護  0   

防訪問者護   

防訪問リハビリテーション  0   

防居宅療養管理指層  0   

防適所介護   

防通商リハビリテーション  0   

防短期入所生活介護  0   

防短期入所療養介護  0   

防特定施設入居者生活介護  0   

防福祉用具貸与  0   

護予防福祉用臭販売   

防支捷  0   

応型訪問介護  0   

対応型適所介護   

多機能型居宅介護  0   

対応型二共同生活介護   2   

斉型特定施設入居者生活介護  0   

着型介護老人福祉施設入所者生活  
0   

防認知症対応型適所介護   

防小規模多機能型居宅介護  0  

合 計   69   4   0   0   0   0   73  

訪問入浴介護  

訪問看護  

訪問リハビリテーション  

居宅療養管理指導  

＝＝●  ◆■  

適所リハビリテーション  

短期入所生活介護  

短期入所療養介護  

特定施設入居者生活介  

福祉用具貸与  

特定烏社用具販売  

居宅介護支捷  

介護老人福社．施設  

介護老人保健施設  

介護療養型医療施設  

介護予防訪問介護  

サ  
l  

ビ  

ス   
種  

別   

介護予防適所介護  

介護予防通商リハビリラ  

介護予防短期入所生活  

介護予防短期入所療養  

介護予防特定施設入居  

介護予防福祉用具貸与  

特定介護予防福祉用臭  

介護予防支捷  

夜間対応型訪問介護  

認知症対応型適所介護  

小規模多機能型居宅介  

認知症対応型二共同生活  

地域密斉型特定施設入  

地域密着型介護老人福  
介護  

介護予防認知症対応型  

介護予防小規模多機能  

合 計   
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平成18年度における「指定取消」処分の件数（都道府県・指定都市・中核市別）  

取消件数  
都道府県名  

都道府県   市町村   

3  北  

主  森・    口   
目   

山  手     口  
巨  宮  城  

秋  田  
山  形  
福      県  

自  ■  城  
日  

2  目 ハl  
日   4  土。  玉  
日   千         2  

22   2   ＿J」． ′ヽ  

奈 川 県  2  
目  

新  
山  日  富  
川  巳  

石  

福  井   日  
山   梨   目  

長       日  
目  

岐．  
2   同  県  

目  愛  知  
重  日  

2  滋   日   日  京  3  
大      府  3  
丘         目  6  

良   3  奈  

口 歌 山 県  
取   自  

目  
山  目  

岡  

広      日  口  

口  山      県  

徳      県  

香  川  県  

愛  媛  県  
日   ■r  知     口  

日  岡   臼  7  
佐  迦  県  

目  長  。  
熊      県  

大  分  県  

3  宮  。  目  
鹿 児    日  3  

都道府県合計   68   5   

都市名   取消件数   

札  

仙  台  市  

さ い た ま  
干  

川  。  
横  浜  市  

乗  

岡  市  
浜   公  

古 屋 市  
＿■L－ ′ヽ  

大  阪  市  

神  戸  市  

広      市  

北 九 州  
福   岡   

指定都市合計   0  

川   旭    市  

畠      市  

秋  田  市  

郡  山  市  

い わ き  
宇 都 宮 市  

川  越  市  

船  橋  
横 須 如 市  

相 模 原  
山   富    市  

金  沢  
長      市  

岐  

豊  橋  市  

岡  崎  
田  豊  

七r  

東 大 阪 市  

姫  路  市  

奈  良  市  

和 歌 山  
山  岡  

倉  激  市  

福  山  
下  

高  松  市  

松   山  市  
市  高  知  

長  崎  
熊  

大  分  
宮  崎  市  

鹿 児 島 市  
中綾市合計   

0   

総合計   73  

※上記取消件数の都道府県・市町村の欄は、都  

道府県及び管内の市町村が介護サービス事業  
所に対して指定取消を行った件数である  
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平成18年度の「指定取消」処分にかかる取消事由  

申請者（法人役員㌢人  員について、厚  
命令等に従わず、  
帳簿書類の提出  又は虚偽の報告  

質問に対し虚偽 の答弁をし 
、又は  

検査を拒み、妨げ  

介護サービス等に  
閲し、不正又は著  
しく不当な行為が  

設備及び運営に  
関する基準に従っ  
た、適切な運営が  

介護保険法その他保  
健医療若しくは福祉  
に関する法律等に基  

等を含む）が禁錮  
以上の刑に処せ  

生省令で定める  
員数を満たすこと  

介護給付費の請  
求に関して不正  不正の手段により 指定を受けた  

取 消 事 由  

l   ができなくなった㌻できなくなった1  をした   た  】づく命令に違反した  ∃あった  l   

訪問介護   6   16   8   6   5   2   

訪問看護  1  2   2   

通所介護  

根拠条文（例）   

…られた等            H                    第77条策1項第一号等  1第77条第1項第2号等第77条第l項第鴫等   】第77粂第l項第5号等  第77条第1項第6号等  第77条第1項第7号等  第77条第1項第8号等  第77粂第1項第9・号等  策77条第1項第10号等    4  9            口        2巨             口  口                   （7）     口  

1  1   

3  】  

4  

福祉用具貸与   

口  
特定福祉用具販売  

【  

居宅介護支援   3   

6   

6  1  8   

】  

3   3   

介護予防訪問介護   

3   2  

2  

1  1   

2   口  6   

介護予防訪問看護  

口  

介護予防通所介護  （1）  

】  

特定介護予防福祉用具販売  （り  

認知症対応型共同生活介護  （2）  

認知症対応型適所介吾妻  

（1）  

1  

口  

介護予防認知症対応型共同生活介護（り  ∃  
”  

合  計  73）   10   23   18   33   18  i   8   16   4   16   

※（）内は平成18年度に指定取消処分を受けた事業所の数  

※ 複数の取消事由により指定取消処分を受けている事業所があるため、取消事業所敬と取消事由の数は一致しない   



（2）平成12年度～18年度までの指定取消の状況  
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平成12年度～平成18年度までの「指定取消」処分のあった介護サービス事業所の内訳   

【サービス種別と法人種別による分類（事業所数）】  

法人種別  

特定非営  合 計  
営利法人   利活動法 人  医療法人  社会福祉 法人  地方公共 団体  その他   

訪問介護   145   16  6  168  

訪問入浴介護   4   5  

訪問看護   4  2   17  

訪問リハビリテーション  2  2   4  

居宅療養管理指導  5  4   9  

通所介護   28   5   4  38  

適所リハビリテーション  3  4   14  

短期入所生活介護  3  3  

短期入所療養介護  6   4  10  

特定施設入居者生活介護   3  4  

福祉用具貸与   20  20  

特定福祉用具販売   

居宅介護支援   88   18   10   14   131  

介護老人福祉施設  0  

介護老人保健施設  2  2  

介護療養型医療施設  18  3   2   23  

介護予防訪問介護   10   

サ   0  
霊  

ビ  

ス   0  
種  

別  0  

介護予防適所介護   

介護予防適所リハビリテーション  0  

介護予防短期入所生活介護  0  

介護予防短期入所療養介護  0  

介護予防特定施設入居者生活介護  0  

介護予防福祉用具貸与  0  

特定介護予防福祉用具販売   

介護予防支援  0  

夜間対応型訪問介護  0  

認知症対応型通所介護   

小規模多機能型居宅介護  0  

認知症対応型共同生活介護   13   3  16  

地域密着型特定施設入居者生活介護  0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  0  

介護予防認知症対応型通所介護   

介護予防小規模多機能型居宅介護  0  

介護予防認知症対応型共同生活介護   

合 計  329   44   55   35   4   15  482   
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平成12年度～平成18年産までの「指定取消」処分のあった介護サービス事業所の年度別内訳  

【都道府県別による分類（事業所数     訳  

平成   平成   平成   平成   平成   平成  
12年度  13年度  14年度  15年度  16年度  17年度   

口  北 海 道   0   3   4   16   

0   0   2   0   0   2  青 森 県  0  
3  岩 手 県   0   0   0   0   2   

4  宮 城 県   0   0   2   0   8   

5  秋 田 県   0   0   0   0   0   0   

6  山 形 県   0   0   0   0   2   

7  福 島 県   0   0   0   6   2   

8  茨 城 県   0   0   0   3   0   2   

9  栃 木 県   0   3   4   2   

10  群 馬 県   0   4   3   2   0   

皿  埼 玉 県   0   6   2   0   0   0   

0   0   6   0   12  千 葉 県  0    口  
0   3   4   3   5   4   13  東 京 都  

14  神 奈 川 県   0   0   0   3   

15  新 潟 県   0   3   0   0   0   0   

0   0   2   0   0   0   16  富 山 県  
17  石 川 県   0   0   0   0   0   0   

18  福 井 県   0   0   0   0   2   10   

1g  山 梨 県   0   0   0   0   0   0   

20  長 野 県   0   0   0   4   0   0   

21  岐 阜 県   0   0   3   3   3   0   

三雲 0   0   3   0   2  ＿＿  

23   0   0   3   2   3   

24  三 重 県   0   4   0   0   0   

25  滋 賀 県   0   0   3   7   2   

26  京 都 府   0   3   30   12   10   

27  大 阪 府   2   10   5   9   2   

28  兵 庫 県   0   2   0   

29  奈 良 県   0   0   2   0   0   

30  和 歌 山 県   0   3   0   0   

31  鳥 取 県   0   0   0   0   0   0   

32  島 根 県   0   0   0   0   0   0   

33－  岡 山 県   0   0   0   0   0   2   

34  広 島 県   0   0   0   6   0   0   

35  山 口 県   0   0   2   0   0   0   

36  徳 島 県   0   0   0   

37  香 川 県   0   0   2   2   0   8   

0   0   0   2   2   38  愛 嬢 県  0  
39  高 知 県   0   0   0   0   0   2   

0   0   20   3   8   40  福 岡 県  0  
41  佐 賀 県   0   0   0   0   2   

42  長 崎 県   0   3   0   0   

0   4   43  熊 本 県  口    口  口  口  
44  大 分 県   0   0   0   0   5   0   

45  宮 崎 県   2   0   3   2   2   

46  鹿 児 島 県   0   0   0   13   2   2   

47  沖 縄 県   0   0   0   2   

合 計  7   30   90   105   81   9   

平成  
18年度   合計  

取消にか  

かる聴聞  
取消し    通知後廃  

止   

3   0   3   44   

0   3   

0   4   

0   0   0   

0   0   0   0   

0   0   0   3   

0   0   0   9   

0   0   0   5   

0   0   0   

2   0   2   12   

4   0   4   12   

2   0   2   9   

24   0   24   43   

2   

0   0   0   3   

0   0   0   2   

0   0   0   0   

0   0   0   12   

0   0   0   0   

0   0   0   4   

0   0   0   g   

2   0   2   8   

0   0   0   9   

0   0   0   5   

2   0   2   15   

3   0   3   59   

3   0   3   32   

6   0   6   

3   0   3   6   

0   0   0   5   

0   0   0   0   

0   0   0   0   

0   0   0   2   

0   7   

0   0   0   2   

0   0   0   3   

0   0   0   12   

0   0   0   4   

0   3   

7   0   7   38   

0   0   0   3   

0   0   0   5   

0   0   0   8   

0   0   0   5   

3   0   3   13   

3   0   3   20   

0   0   0   4   

71   2   73   482  
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介護保険指導監督体制の現状  
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介護保険施設等に対する指導監査担当職員数（平成20年1月4日現在）   

1・総合計（都道府県・指定都市・中核市・市町村計）  

指導監査担当職異数  

専 任   兼 務   計   

本庁職員   302   6，601   6，903   

出先機関職鼻   43   2，000   2，043   

計   345   8，601   8，946   

2・都道府県計  

指導監査担当職員数  

専 任   兼 務   
計   

都道府県本庁   175   487   662   

都道府県の出先機関   43   1，744   1，787   

計   218   2，231   2，449   

3・指定都市計  

指導監査担当職員数  

専 任   兼 務   計   

指定都市本庁   46   150   196   

指定都市の出先機関   0   196   196   

計   46   346   392   

4一中核市計  

指導監査担当職員数  

専 任   兼 務   
計   

中核市本庁   42   361   403   

中核市の出先機関   0   60   60   

計   42   421   463   

5・市町村計  

指導監査担当職員数  

専 任   兼 務   計   

市町村   39   5，415   5，454   

広域連合・一部事務組合   0   188   188   

計   39   5，603   5，642   

（注）平成20年1月4日現在の都道府県及び市町村の指導監査担当職員数について、各自治体の報  
告に基づき、介護保険指導室において集計し取りまとめたものである。  
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都道府県指導監査担当職員数  

指 導 監 査 担 当 職 員 数  

出先機関  計  

専 任   兼 務   合 計   

17   322   339   

青森県  8   8  37   37  45   45   

岩手県  7   7  33   33  40   40   

宮城県  23   23  99   99  122   122   

秋田県   3   8   10   10   3   18   21   

山形県  8   8  33   33  41   41   

福島県   6   2   8   51   52   7   53   60   

茨城県   9   24   33  128   128   9   152   161   

栃木県  27   27  38   38   

群馬県   4   28   32  27   27   4   55   59   

埼玉県   4   20   24  4   20   24   

千葉県  10   10  51   51  61   61   

36  36  36  36   

神奈川県   6   22   28   14   80   94   20   102   122   

新潟県   7   8  7   8   

冨山県  13   13  13   13   

石川県   5   12   17  20   20   5   32   37   

福井県   3   6   9  61   61   3   67   70   

山梨県  8   8  26   26  34   34   

長野県  13   13  43   43  56   56   

岐阜県  10   10  33   33  43   43   

静間県  9   9   2   19   21   2   28   30   

愛知県   5   8   13  111   5   119   124   

三重県   9   9   18  9   9   18   

滋賀県  6   6  74   74  80   80   

京都府  7   7  42   42  49   49   

大阪府   29   17   46  29   17   46   

兵庫県  6   6  63   63  69   69   

奈良県   4   9   13  4   9   13   

和歌山県   2   10   12  30   30   2   40   42   

鳥取県  5   5  22   22  27   27   

島根県  28   28  28   28   

岡山県   10   43   43   10   44   54   

広島県   5   6  49   49   5   50   55   

山口県   2   9   40   40   2   49   51   

徳島県  7   7  4   4  

香川県   6   7   10   12   22   16   13   29   

愛媛県  18   18  34   34  52   52   

高知県   了   3   10  7   3   10   

福岡県  27   27  32   32  59   59   

佐賀県  8   8  8   8   

長崎県   3   16   19  3   16   19   

熊本県  10   10  10   10  20   20   

大分県   6   7  6   7   

宮崎県  8   8  53   53  61   61   

鹿児島県   3   8   30   30   3   38   41   

沖縄県  6   6  10   10  16   16   

都道府県計  175  48了  662  43  1，744  1，787   218   2，231   2，449   
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指定都市・中核市指導監査担当職員数  
指 導 監 査 担 当 職 員 数  

兼 務  合 計   専 任  兼 務   合 計  専 任  兼 務  合 計   

札幌市   6   16   22  6   16   22   

仙台市  8   8  8   8   

さいたま市   4   口  5  5   

干葉市   4   4   8  4   8   

川崎市  12   12  12   12   

横浜市   5   22   27  158  158   5   180   185   

新潟市  6   6  14   14  20   20   

静岡市  
浜松市  21   21  21   21   

名古屋市   3   9   12  24   24   3   33   36   

京都市   2   9   2   9   

大阪市  5   5  5   5   

堺市  9   9  9   9   

神戸市   5   6  5   6   

広島市   5   16  5   16   

北九州市   6   2   8  6   2   8   

福岡市  9   9  9   9   

150   198  196   196   ヰ6   346   392   

函館市  7   7  7   7  14   14   

旭川市  4   4  4   4   

青森市  6   6  6   6   

秋田市  4   4  4   4   

郡山市  

いわき市   10   4   4   14   15   

宇都宮市  9   9  9   9   

川越市  12   12  3   3  15   15   

船橋市   6   17   23  6   17   23   

横須賀市   6   15   21  20   20   6   35   41   

相模原市  19   19  19   19   

富山市   4   5  4   5   

金沢市   5   7   12  5   7   12   

長野市  14   14  14   14   

岐阜市   5   15   20  5   15   20   

豊橋市  10   10  10   10   

岡崎市  6   6  5   5  

豊田市  14   14  14   14   

高槻市  1 14 14  12  26   26   

東大阪市  5   5  3   3  8   8   

姫路市  5   5  3   3  8   8   

奈良市  

和歌山市   3   7   10  3   3   3   10   13   

岡山市   5   10   15  5   10   15   

倉敷市  17   17  17   17   

福山市   9   10  9   10   

下関市  

高松市  10   10  10   10   

松山市  9   9  9   9   

13  13   13   

3   3  3   3   

熊本市  14   14  

5   15   20  

宮崎市   13   14  

鹿児島市  14   14  14  14   
中棲市計   

高知市    13                長崎市                                        大分市              5  15  20    l            口  13  14                  14  14    42  361  403    60  60  42  421  463   
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市町村指導監査担当職負数  

指 導 監 査 担 当 職 員 数  

都道府県名  市町村数  広域連合・一部事務組合               団体数  構成市町村数   専 任   兼 務   合 計   

北海道   177  （11）   558   559   
青森県   39  138   139   
岩手県   35   4  （14）  89   89   
宮城県   35  129   129   
秋田県   24   2  （5）  83   83   
山形県   35  116   116   
福島県   58  135   135   
茨城県   44  7   143   150   
栃木県   30  104   104   
群馬県   38  147   147   
埼玉県   68   口  （3）   3   282   285   
千葉県   54  180   180   
東京都   62  17   270   287   

神奈川県   29  125   125   
新潟県   34  103   103   
富山県   14   3  （9）  28   28   
石川県   18  95   95   
福井県   17   口  （2）   66   67   
山梨県   28  95   95   
長野県   80   3  （17）   2   177   179   
岐阜県   41   3  （9）   94   95   
静岡県   40  136   136   
愛知県   59   口  （4）  158   158   
三重県   29   3  （7）  97   97   
滋賀県   26  76   77   
京都府   25  89   89   
大阪府   39   口  （3）  111   111   
兵庫県   39  191   191   
奈良県   38  130   131   

和歌山県   29  73   73   
鳥取県   19   口  （3）   43   44   
島根県   21   4  （12）  47   47   
岡山県   25  90   90   
広島県   21  99   99   
山口県   21  89   90   
徳島県   24   口  （2）  69   69   
香川県   16  55   55   
愛媛県   19  76   77   
高知県   33   口  （5）  98   98   

福岡県   64   口  （39）  口   126   127   
佐賀県   20   3  （16）  39   39   

長崎県   22   口  （3）  70   70   
熊本県   47  124   124   
大分県   17  49   49   
宮崎県   29  112   112   

鹿児島県   45  154   154   
沖縄県   41   口  45   45   

市町村合計  1．768  38三  （192）   39   5．603   5．642 
※市町村数は、1月4日時点の各都道府県の市区町村敷から、指定都市、中核市を除いた数である   

※（）内の構成市町村数は、市町村数の内数である  
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介護サービス事業者の指導監査に係る改正点  
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介護サービス事業者の指導監査にかかる改正点等  

′ 一平成17年制度改正－－、  
／  

：【指定の更新制度】  
暮○指定の更新制の創設  
t  

現行の横澤監査（改正後）  従前の指導監査（平成12～17年鹿）  

【指導指針平成18年度以降】  

○集団指導  

■集団指導を強化し、指定制度、事後規制の理解の促進  
（書面指導については全面的に廃止）  

・指定基準遵守の周知徹底   

・介護報酬請求に係る過誤・不正防止  

【指導指針平成12年度以降】  

0集団指導  

1 

介護サービス事業者を集め、講習方式  
で制度や報酬請求解釈等について周知  ト指定の効力に有効期間（6年）i  

拒否要件の創設 
○書面指導  

前年の集団指導に参加しなかったサー  

ビス事業所等を対象に、「主眼事項及び  
着眼点」に基づき、基準の遵守状況等に  
ついて確認  

：【事後規制の強化】  

ト市町村にも監査権限を付与  ○実地指導  
【介護保険施設等実地指導マニュアル平成19年2月相通知】  

・利用者の処遇及びサービスの質向上のため、身体拘束  
廃止や虐待の防止等への取組に関する指導強化  
（監査の前置としての実地指導の取り止め）  

（常時実施するよう改正）  

（主眼事項及び着眼点に基づくチェック型の実地指導を廃止しそれに伴う事前資料  

の作成・提出を不要とした）   

・介護報酬の各種加算等について請求の不適正な取り扱  

いの是正  

ト立入検査規程を導入  l  

：二基準違反に対して「改善勧告」：  ○実地指導  
i「改善命  令

 
 

」を創設  l  施設サービス事業所は2年、居宅サービ  
ス事業所は3年に一度、「主眼事項及び  
着眼点」に基づき、基準の遵守状況及び  
運営状況、並びに報酬請求等の確認  呼  

′  
．  
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【監査指針平成18年度以降】  

○監査  

・法令等に基づき基準の遵守状況確認の徹底  

・市町村への監査権限の付与による、監査体制の弓削ヒ  
■利用者等からの苦情や通報等に基づき、立入検査等に  
よる機動的な監査を実施  

・不正請求や違反事項に応じた、「改善勧告」「改善命令」  
「指定の効力の一部又は全部停止」「指定取消」の行政  

処分の実施を強化   

【監査指針平成12年度以降】  

○監査   

不正請求や実地指導に従わない事業所   

に対し、監査指針に基づき監査を実施  

監査後の行政処分として、「指定取消」   
を実施   



介 護 保 険 法（抜粋）  
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介護保険法（抜粋）  

（文書の提出等）  

第二十三条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受ける   

者若しくは当該保険給付に係る居宅サービス等（居宅サービス（これに相当するサービスを含   

む。）、地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。）、居宅介護支援（これに相当す   

るサービスを含む。）、施設サービス、介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）、   

地域密着型介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）若しくは介護予防支援（これ   

に相当するサ”ビスを含む。）をいう。以下同じ。）を担当する草若しくは保険給付に係る第四十   

五条第一項に規定する住宅改修を箆う＿董又は⊆れらの看であった者（第二十四条の二第一項   

第一号において「照会等対象者」という。）遇、文書その他の物件の提出若しくは提示を求   

め、若しくは依頼し、又は当該職員に質問若しくは照会をさせることができる。  

（帳簿書類の提示等）  

第二十四条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、介護給付等（居宅介護住宅改修費の支給及   

び介護予防住宅改修費の支給を除く。次項及び第二百八条において同じ。）に関して必要があ   

ると認めるときは、居宅サービス等を行った者又はこれを使用する者に対し、その行った居宅   

サービス等に関し、報告若しくは当該居宅サービス等の提供の記録、帳簿書類その他の物件   

の提示を命じ、．又は当該職員に質問させることができる。  

2 厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、介護給付等を受けた盤埋   

墜董又は盤埋抑、当該介護給付等に係る居宅サービス等（以下「介護給   

付等対象サービス」という。）の内容に閲し、報告を命じ、又は当該職員に質問させることができ   

る。  

3 前二項の規定による質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携   

帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。  

4 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな   

らない。  

（報告等）  

第七十六条 都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス貴の支給に関して必要がある   

と認めるときは、指定居宅サービス事業者若しくは紗蔓業者であった者若しく   

は当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定居宅サービス事業   

者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅  

サービス事業  若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅サービス事業者で  

あった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居   

宅サービス事業者の当該指定に係る事業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の   

物件を検査させることができる。  

2 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規   

定は、前項の規定による権限について準用する。  
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